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1．はじめに
　一般に，一国の経常収支ないし貿易収支は国内の貯蓄・投資バランスに等し
いことが知られているo〕。日本ではこれま．で貿易黒字の削減を目的として，輸
出自主規制に見られる輸出の抑制，市場開放による輸入の拡大，円高による輸
出入の調整，民問投資の拡大や財政発動に伴う国内需要の拡大などが進められ
てきた。
　最近では減少傾向を示しっつも依然として巨額の貿易黒字に対して欧米諸国
から「日本異質論」が唱えられ，議論の焦点は貿易黒字と日本市場の閉鎖性と
の関係に移りだしたのである。そして近年の日米貿易交渉では，規制緩和や輸
入自主拡大（VIE：Volmtary　Import　Expansion）などミクロ経済面における対
日要求に重点がおかれることになった＝2〕。
　輸入自主拡大の見方をめぐって日米問には大きな隔たりが存在する。、日本側
は，輸入自主拡大（ないし輸入の数値目標化）は管理貿易につながり・，自由貿
易に反するものである一という、見方をしているのに対して，アメリカ側は，日本
の輸入拡大は緒果として市場開放と自由貿易につながるものであるという見方
をする。日本側は経済学の論理を，アメリカ側は政治経済学の論理を述べたも
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のと解釈することができる｛3〕。ただし日米間における交渉の当事者は経済学者
ではなく，政治家あるいは官僚であるから，経済学の論理より政治経済学の論
理が優先するのも無理はないと考えられる。また，日本には経済学の論理に
よって経常黒字・貿易黒字の存在を是認する見方すらあるω。しかし，経済学
的には是認される貿易黒字も政治経済学的にはその削減が求められる。
　本稿の目的は，政治経済学の論理が優先したとして，仮に日本が輸入自主拡
大を行った場合，貿易黒字の削減が可能なのか，また，日米聞における貿易摩
擦を緩和するためにはいかなる政策がとられるべきなのか，これらの問題を考
察することにある。
　第2節では2国モデルにもとづき，貿易収支に及ぼす輸入白主拡大の効果と
内需拡大（政府支出の増加）の効果を比較検討する。ここでは日本が輸入自主
拡大を行ったとしても，それは日本の貿易黒字とアメリカの貿易赤字に何らの
影響も与えないことを明らかにする。アメリカでは輸出の拡大と同時に輸入の
拡大も生じ，輸出産業を保護することは最終的に輸入の拡大と輸入競争産業の
縮小をもたらし，輸入競争産業に対する新たな保護主義を招く可能性すらある。
それに対して内需拡大は日本の貿易黒字とアメリカの貿易赤字を確実に削減さ
せる効果をもつ。貿易黒字の削減には内需拡大とそれに伴う派生的な輸入需要
の拡大を図ることが有効なのである。
　日米閻における貿易不均衡の是正策を考える場合，日本側には輸入拡大が課
せられる。第2節から内需拡大という裏付けがないかぎり，輸入の拡大とそれ
に伴う貿易黒字の削減は達成できないことが明らかになるが，第3節では輸入
拡大のための条件を考えてみる。輸入拡大には小島　清名誉教授（一橋大学）
がかねてから提唱されている「合意的国際分業」㈲を推進することが有効であ
ると主張したい。日米のように経済構造（供給構造）や所得水準（需要構造）
に相似性があり，規模の経済が働く場合，貿易は同一の産業内で行われる可能
性が高いが，価格メカニズム（比較生産費差）にもとづく貿易の発生は困難に
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なる。この場合には，各国聞の合意（小島名誉教授は，国際分業を形成するに
は国家間の合意より企業聞の合意によって市場の相互提供が推進される面が強
いと主張する）によって生産特化の方向が決定され，貿易が開始されることに
なる。合意的国際分業という点からすれば，日本には内需拡大によって輸入を
拡大し，経済厚生を向上させることが，アメリカには需要抑制ではなく，産出
拡大によって輸出を拡大し，経済厚生を維持することが求められる。
　最終的に日米間の交渉は、政府レベルにおいてマクロ経済政策を，それを補
強する産業・企業レベルにおいて合意的国際分業の推進を議論することが肝要
であると縞論づけることができる。
2．輸入自主拡大と内需拡大の効果の比較検討
　ここではマンデル（M㎜dell，R．A．）のモデル㈹にしたがって，輸入自主拡大
と内需拡大がそれぞれ経済にいかなる影響を与えるかを比較検討してみる。
基本モデルは（1）式一（5）式から構成される。
　｛1）　Y＝C（γ）十1（づ十G＋NX（島γo，γ）
　　　　　　　　　　　　　　　　Nx（召，γ＾，γ）　（2）戸：C＾（戸）十戸（〆）十び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2
　　（3）〃s＝工（κγ）
　　（4〕〃㌔＝工＾（〆，ゾ）
　　（5〕γ＝〆
　それぞれの記号はγ：所得ないし産出量，0：消費支出，∫：投資支出，G：止
政府支出，w：貿易収支（経常収支＝貿易収支とする），ゴ：自国利子率，2：
邦貨建て為替レート，必：貨幣供給，ム：貨幣需要を表し，右上添字＊を付し
た記号は外国の経済変数である眉また，変動為替レート制，物価の硬直性，完
全資本移動，静学的為替レート予想を仮定する。
　（1〕式は自国（日本）における生産物市場の均衡条件である。消費は所得に依
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存して決まり，限界消費性向は正で1より小さい（0＜C’＜1）。投資は利子率
の低下（上昇）とともに増加（減少）する（∫’＜0）。貿易収支はマーシャル＝
ラーナー条件が成立するかぎり，為替レートの増価（円高・ドル安）とともに
赤字化し，減価（円安・ドル高）とともに黒字化する（aV〃∂2＝W邊〉O）。さ
らに外国所得の増加（減少）と自国所得の減少（増加）とともに貿易収支は黒
字化（赤字化）する（欲X／∂γ㌧NX〆＞0，∂〃X／∂卜WXγ〈O）。
　（2〕式は外国（アメリカ）における生産物市場の均衡条件であり（外国の貿易
収支は自国の貿易収支を為替レートで除したものに等しくなる），それぞれの
微分係数の符号は（1〕式と同じになる。
　（3）式は自国の貨幣市場の均衡条件であり，貨幣の投機的需要は負，その取引
需要は正とみなす（∂1二／∂γ：五、＜0，∂1二／∂γ＝Lγ〉O）。
　（4〕式は外国の貨幣市場の均衡条件であり，微分係数の符号は（3〕式と同じにな
る。
　（5〕式は金利裁定条件である。完全資本移動下では内外の債券は完全代替の関
係にあるから，内外金利に格差が生じれば大量の資本移動が発生す孔何らか
の理由で自国利子率が上昇してγ＞〆になった場合，自国の債券価格は外国
の債券価格に比べて安くなり，自国債券への需要の増加（資本流入）が生じる。
この過程で自国の債券価格の上昇と利子率の低下が生じ，債券価格の一物一価
と金利裁定条件が成立する。逆にγ＜〆の場合には外国債券への需要が増加
し，自国の債券価格の下落と利子率の上昇が生じて債券価格の一物一価と金利
裁定条件が成立する。F〆が不成立の場合，資本が瞬時にかつ大量に移動し，
国際収支の不均衡が発生する。したがってF〆もとで国際収支が均衡すると
考えることができる。F〆もとでは内外の債券いずれを保有しようとも無差
別になるから，資本収支の黒字・赤字は貿易収支の動向に依存して決定され乱
　はじめに上記の（1〕式一（5）式をもとに輸入自主拡大の効果を考えてみよう。輸
入自主拡大が自国と外国の所得，国際的な利子率，為替レート，貿易収支にい
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かなる影響を与えるかを調べることとする。まず（1）式～（5）式を全微分して4G
＝dG竈＝〃s＝〃‡s；Oとする。日本が自主的に増加させる輸入量（あるいは
アメリカの輸出の増加量）を〃として表せば，（1〕式の全微分形に一〃が，
そして（2）式の全微分形に十〃が加えられる。かかる操作のうえで以上の式を
連立させて整理すると，
　　　　dγ　　　　6r　　　　　伽　　　　　伽　　　1　　　　　∂NX　　（6〕　一＝0，　一＝0，　一＝O，　一＝一＞0，　一＝0　　　　d〃　　　　d〃　　　　d〃　　　　d〃　　NX2　　　d〃
が求められる。
　（6）式から，日本が輸入を自主的に拡大させたとしても，貿易黒字の削減には
つながらないことが理解されよう。また，日本とアメリカの所得水準も一定に
保たれる。当初，日本では輸入の拡大により所得の減少と貿易収支の悪化が生
じ，アメリカでは輸出の拡大により所得の増加と貿易収支の改善が生じる。こ
こで内外の金利差は日米閥の景気の状況を反映してγ＜戸になり，日本からア
メリカヘの資本移動すなわち日本の資本収支の赤字化（アメリカでは資本収支
の黒字化）が生じることになる。国際収支を見れば，日本では赤字，アメリカ
では黒字になり，為替の需給関係から為替レートの減価（円安・ドル高）が引
き起こされる。したがって，1ヨ本の貿易収支の悪化あるいはアメリカの貿易収
支の改善は完全に打ち消され，経済は初期の均衡状態に押し戻されてしまうの
である。
　ただし（6〕式から，輸入自主拡大は円高対策として有効になりうることがわか
る。しかし，それは目先の円高対策としてのみ有効なのであって，円高の原因
となっている貿易黒字に対しては何らρ影響も及ぼさないことに注意する必要
があるω。さらに，円高対策を重視するあまり輸入自主拡大を受け入れること
も止むなしとする主張｛割は，輸入自主拡大が新たな保護主義を助長しかねない
という点を見落とすことにつながる。
　Bhagwatiは，アメリカの貿易政策の考え方が輸入抑制型の輸入競争産業に
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対する保護主義（輸入保護主義）から輸出拡大型の輸出産業に対する保護主義
（輸出保護主義）にシフトしつつあることを指摘している19㌧この考え方から
すれば，日本に輸入の自主的拡大を求めることはアメリカの輸出産業を保護す
ることにほかならないことになる。
　（6〕式から，日本が輸入自主拡大を行ったとしても，日本の貿易黒字あるいは
アメリカの貿易赤字は何らの影響も受けないことがわかる。アメリカでは，輸
出の拡大が生じるものの，輸入も拡大してしまうからである。このため輸出産
業を保護することは最終的に輸入の拡大と輸入競争産業の縮小をもたらし，新
たな輸入保護主義（輸入抑制）を招く可能性がある。輸出保護主義をとるアメ
リカが同時に輸入保護主義をとらざるをえないとすれば，結果としての自由貿
易を指向するアメリカの意図とは逆に世界貿易が保護貿易化するというジレン
マに陥ることになる。貿易相手国（1ヨ本）に自由貿易を求め，アメリカ自身は
保護貿易政策をとるという自己矛眉に陥ってしまうのである。
　日本（通産省）は，輸入自主拡大に反対する理由として，「輸入自主拡大は
管理貿易である」ということを主張する。しかし，これは日本側の立場を述べ
ただけであるから，アメリカ側を納得させるだけの理由にはなっていないω。
かかる理由よりも，「アメリカの輸出保護主義は新たな輸入保護主義を招き，
自己矛盾に陥ってしまい，最終的には保護貿易化と世界貿易の縮小をもたら
す」と主張するほうが筋が通っていると考えられる。
　それでは，保護主義を招かずに日本の貿易黒字を削滅するには，どのような
政策がとられるべきなのだろうか。輸入自主拡大のように国内需要を輸人に転
換させるという政策は効果がなく，内需の創出と同時に輸入拡大を図ることが
必要なのである。輸入を拡大し，貿易黒字を削滅するには国内需要の拡大とい
う裏付けが不可欠である。
　そこで次に内需拡大策としての政府支出の増加の効果を調べてみようoo。（1〕
式一（5成を全微分してκ‘＝〃∫＝〃㌔＝0とし，それらを連立させてまと
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めれば，
〃　　1一＝一〉0dG　■
dr　が〆　Lγ　1τ＝五㌻1．τ’7〉O
　　〃　　ムγ　1（7）一二一一・一＞0　　∂G　　L。　ノ
老r去ノ［W小・・（1一ぴ・切壬引廿1ミ・
祭一一・÷1プ・・（1一ぴ／制・・
が得られる。ただし，
∠一・一…／川・・（・一び／壬；タ／廿・・
とする。
　（7〕式が意味するところは，第一に，政府支出の増加は内外の所得を拡張させ，
日本の貿易黒字とアメリカの貿易赤字の削滅に寄与するということである。第
二に，為替レートの変動方向は確定できないが，円高化する可能性が高く，貿
易黒字の削滅策としては有効であっても，円高対策としては無効になる場合が
あるということである。
　しかし（7〕式は，政府支出の増加（6G）がすべて自国財に対する需要に向け
られた場合の効果を表すことに留意しなければならない。政府支出の増加のう
ち一部が外国財に対する需要（〃）に向けられるとすれば，（1〕式の全徴分形
に一〃が，そして（2）式の全微分形に十〃が加えられ，．（7）式の為替レートの
変動方向は，
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去一”圭ノ［W小・・（・一び・・W・）芸薫忙豊∠1ミ・
になる（ただし内外の所得と利子率，貿易収支に及ぼす効果は（7〕式と同じにな
る）。したがって〃／dG（0≦〃／∂C≦1）の値が大きくなるほど為替レート
は円安化すると考えられ，この場合には円高対策としても有効になりえるので
ある。〃／κ＝0の場合（17）式のケースに相当する），為替レートは増価する
可能性が高く，〃／dGが1に近づくほど為替レートは減価する可能性が高い
ということができる。
　政府支出の増加は当初，日本経済にプラスの効果を与え，貿易収支を悪化さ
せる。と同時にアメリカにおいても輸出が拡大し経済が好転す孔政府支出の
増加が外国財の購入に向けられるほど（〃／dGが大きくなるほど），当初の
日本の貿易黒字の削減幅は大きくなり，景気に対するプラス効果は小さくなる。
一方，アメリカでは貿易赤字の削減幅が大きくなり，経済に対するプラスの効
果が大きくなる。〃■dGが小さいほど（〃／dG＝0の場合を含む），日本の
政府支出の増加に伴う当初の需要拡大効果が1ヨ本側に強く表れ，〃／dGが大
きいほどそれがアメリカ側に強く表れるからである。
　次なる経済の調整プロセスを2つの場合に分けて考えてみよう。砒／6Gが
小さい場合，日米とも利子率が上昇するが，相対的に日本の利子率が高くなり，
貿易収支の赤字化を上回る資本収支の黒字化が生じ，国際収支は黒字になるで
あろう。このため為替レートは増価（円高化）し，貿易黒字をさらに削滅させ
るように作用する。そして為替レートの増価は所得の増加を一部打ち消す働き
をするために利子率が反転して低下する。つまり亭貿易収支のさらなる赤字化
と資本収支の黒字化の縮小によって国際収支が均衡を回復する。他方，アメリ
カでは，為替レートの増価によって貿易赤字の削減が進み，景気をさらに好転
させる。これがアメリカの利子率を上昇させる要因になり，再び金利裁定を成
り立たせるのである。最終的な均衡では日米の景気は好転し，日本の貿易黒字
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削減とアメリカの貿易赤字削減が達成される。
　ところで〃1dGが大きい場合，日米とも利子率が上昇するが，日本の利子
率の上昇幅は小さく，相対的にアメリカの利子率のほうが高くなる。したがっ
て日本では貿易収支の赤字化とともに資本収支も赤字化し，国際収支に赤字が
発生する。為替レートは滅価（円安化）し，貿易黒字の削減効果がいくぶん小
さくなる。景気に対してはプラスの効果がもたらされ，利子率が上昇する。国
際収支は貿易収支の赤字化と資本収支の赤字化がともに縮小することによって
均衡に到達する。アメリカでは円安・ドル高が貿易収支の改善幅を圧縮し，景
気拡張の効果を弱めるように作用する。アメリカの利子率は反転して低下しは
じめ，再び金利裁定条件が成立する。この場合，為替レートが円安化するだけ
で，最終的には前者のケースと同様，日米の景気好転，日本の貿易黒字削減と
アメリカの貿易赤字削減が逢成されることになる。
　結呆として〃／dGの値の違いは為替レートの変動方向に表れるだけで，自
国と外国の所得や利子率，貿易収支に対する効果はその値の大小にかかわらず
同じになる。
　（7〕式から，内需拡大は輸入拡大（アメリカの輸出拡大）と貿易黒字削減を両
立させることがわかる。日本では輸入が拡大するが，内需も拡大するために輸
入競争産業に対するマイナス効果は小さくなり，輸入保護主義を引き起こすだ
けの誘因になりえないと考えられる。つまり，自由貿易の原則を堅持しながら，
日本の貿易黒字削減とアメリカの貿易赤字削減が達成されるわけである。
　貿易黒字を削減するには内需拡大によって輸入拡大を図ることが求められる。
自国財に対する需要を外国財に対する需要に転換させただけの輸入拡大は（6）式
が示すとおり貿易黒字削減に効果がないからである一7）式が示すように，国内
需要の拡大がすべて自国財に向けられる場合（dG＞0かつ〃＝0），それが自
国財および外国財に向けられる場合（dG＞Oかつ0＜〃≦d0）とも貿易収支
に及ぼす効果は同じになり，国内需要が拡大しないかぎり貿易黒字は減少しな
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いのである。
　しかし，内需拡大を図る上で障害が存在する。それが「均衡財政」という方
針である。輸入自主拡大を拒否する以上，一時的な積極財政によって内需拡大
と輸入拡大を図ることが日本の政策課題といえる。需要拡大なくして貿易黒字
削減を図ることは不可能だからである。
　貿易黒字削減策として規制緩和が取り上げられるが，これは貿易黒字削減に
有効とはいえない⑫。需要サイドでは，内需の拡大と新たな内需の創出に役立
つと考えられる。しかし供給サイドに目を転じれば，資源配分の効率化と生産
性の上昇を促し，輸出の拡大を生じさせると考えられるからである。
　日米閥の交渉は，輸入自主拡大のようなミクロ・レベルの問題ではなく，内
需拡大のようなマクロ・レベルの問題に焦点を当てるべきである。輸入自主拡
大（輸出保護主義）を是認した場合，それは最終蜘三保護貿易化（輸入保護主
義）を招くだけである。輸入自主拡大はマクロ的な視点を欠いた要求といわざ
るをえない。この際，政府間の交渉にはもっぱら内需拡大などのマクロ・レベ
ルの問題を委ね，ミクロ的な問題である輸入拡大は「合意的国際分業」という
枠組みの申で議論されるべきことを提唱したい。保護主義を回避しながら貿易
不均衡を是正するにはこの方法以外にないと考えられる。
3．合意的国際分業と輸入拡大
　前節では，日本が貿易黒字を削減するには，内需拡大と輸入拡大を図ること
が不可欠であることを明らかにした。内需拡大には積極財政に転じることが必
要であるが，輸入拡大はいかにして達成されるべきなのだろうか。この点を国
際分業という枠組みの申で提えてみよう。本来，貿易（輸出入）は国際分業と
いう視点から論じられるべきであるにもかかわらず，日米貿易交渉にはかかる
視点が欠如しているということが指摘できよう。
　経済構造と所得水準が類似的な先進国聞の国際分業は，伝統的な国際分業論
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にもとづく産業閻の国際分業ではなく，同一産業内の国際分業というパターン
をとっている。経済構造が同質である場合，比較生産費差が生じないために生
産特化の方向が確定できず，それでもあえて貿易を關始しようとすれば，貿易
摩擦が発生する可能性が高い。しかし，現実には，経済構造が同質化している
先進国問（特にヨーロッパ諸国）において調和のとれた国際分業が成立してい
る。それが同一産業内における国際分業，すなわち産業内分業である。比較生
産費差が生じないにもかかわらず国際分業が成立し，貿易が行われる理由とし
て，「規模の経済性」と「消費の多様化（あるいは製晶の差別化）」をあげるこ
とができる。一般的に先進国では規模の経済が働き，生産が拡大するにつれて
費用が逓滅する傾向がみてとれる（ただし本稿では外部経済効果として費用逓
減が生じると仮定する）。また同時に，所得が増加するほど消費の多様化を図
り，差別化された製品を購入するという消費者行動もみてとれ糺
　ところで比較生産費差が生じない，つまり価格メカニズムが機能しない先進
国間では，いかなる誘因によって貿易が開始されるのであろうか。その誘因こ
そ各国の生産特化の方向を定めた「合意」であり，その合意によって相互に市
場を提供しあった結果として，「合意的国際分業」が成立し，貿易が開始され
るわけである㈱。ただし小島名誉教授は，合意的国際分業は管理貿易的な色彩
が強い国家間の合意（経済統合による国際分業も含まれる）よりも，むしろ企
業の合理的行動や企業提携（あるいは企業の多国籍化）にもとづいた相互の市
場開放によって推進される面が大きいと述べておられる。小島モデルのポイン
トは合意的国際分業が管理貿易でないという点に求められる。
　日米間の貿易摩擦を解消するために内需拡大と輸入拡大を図らねばならない
が，後者の課題は合意的国際分業にもとづき，相互に市場を提供しあうことで
達成されるべきと主張したいのである。特定の産業に関する貿易の拡大を政府
間で交渉することはなじまない。産業内分業の場合，政府の役割は限られてい
る。産業間分業をとる場含には産業調整を促進させるために産業政策（あるい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　87
　88　　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第369号
は調整コストの負担）が必要になるが，産業内における調整の場合にはコスト
負担は小さくてすむ。産業内分業を進展させるには，相互の市場を提供しあう
ために貿易障壁を取り除くことが求められるだけといってよかろう。
　一般に経済厚生上，輸入拡大は生産者にとってマイナス，消費者にとってプ
ラスになるが，後者の効果が大きいために経済全体としてプラスになると考え
られている。したがって，輸入の拡大は経済厚生上のぞましいといえるわけで
ある。ただし合意的国際分業によって産業内分業を推進する場合，生産者は規
模の経済を逢成することが可能になり，必ずしもマイナスになるというわけで
はないのである。
　貿易の担い手は民間企業であるから，国際分業の形成も産業レベル・企業レ
ベルの問題として捉えるべきであろう。日本の輸入拡大は，産業レベル・企業
レベルの合意にもとづいて「棲み分け」的な国際分業（「棲み分け」という用
語も小島名誉教授による）を形成し，裏付けとしての内需拡大策を発動するこ
とで，はじめて可能になると考えられる。その結果として貿易黒字の削減が達
成されるのである。
　以上のような合意的国際分業，輸入拡大，内需拡大の関係を図によって整理
してみよう。その前に予備的考察として小島名誉教授の「合意的国際分業論」
を要約してみる。
　2国（日本，アメリカ），2財（X財，γ財），2生産要素（エ：労働，K：
資本）モデルにおいて以下の（・H・・）の仮定をお㍍
　li〕X財，Y財は同一産業内の差別財であり，両財の生産関数を同じとする。
　　また，2国問においても各財の生産関数は同一とする。例えばX：エパ
　　κ花γ＝Lジκγというコブ・ダグラス型の生産関数を想定する。x：x
　　財の産出量，γ：γ財の産出量，Lx（Lγ）：x財（γ財）に投入される労
　　働量，Kx（κγ）：x財（γ財）に投入される資本量とする。
　（ii〕両国の生産要素の賦存量ないし国の規模は同じとする。
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　　図1　合意的国際分業と輸入拡大
o。。）各財の生産において規模の経済が達成される。つまり，生産関数から導
　出される各生産要素に関する限界生産力は正で，逓増することになる。た
　だし，マーシャル的外部経済効果の存在を仮定する。この仮定により産業
　レベルでは生産の拡大とともに生産の効率化が進み，費用逓減が生じるが，
　各企業は完全競争企業であるから企業レベルでは費用逓増が生じることに
　なる。
（I・）需要条件は両国で同一とする。そして両財に対する支出性肉は同じにな
　ると考える。例えばトx・γのような効用関数を想定する（σ：効用水
　準）。
（・）生産要素は国内を自由に移動し，完全雇用される。すなわち，L，Kを
　各要素の賦存量とすれば，ム＝工x＋～K＝KK＋κγが成り立つ。
（。i〕輸送費は無視し，貿易に対する障壁は存在しないものとする。
図工では横軸にx財，縦軸にγ財をおき，日本に関する原点を⑰アメリ
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カに関する原点を0σ∫とする。規模の経済が働く場合，生産可能曲線の形状
は原点に対して凸になり，日本の生産可能曲線はλ易Bとして，アメリカの
生産可能曲線は朋1λとして描かれる。両国の生産可能曲線の形状は同じで，
両財の生産関数が同一であるために0〆＝qBあるいはoびsλ＝oびs8になる。
次に消費面を考えてみよう（σ＝x・γのような効用関数を想定する）。両財の
支出性向が等しい場合，同一の価格のもとで（相対価格が1のとき），等量ず
っの消費が行われる。つまり効用関数（社会的無差別曲線）を図1に描けば，
原点から発する45度線（対角線q0ぴ∫）に対して左右対称の直角双曲線にな
り，かつ両財の支出性向が等しいという仮定から45度線上に消費均衡点が存在
することになる。また，仮定から両国の需要条件は同一になる。
　以上のような生産可能曲線と社会的無差別曲線を組み合わせると閉鎖経済下
における国内均衡点を見いだすことができる。日本の国内均衡点はEoに，ア
メリカの国内均衡点はE1に求められ，日本では各財の生産量ないし消費量が
XO，　玲になり（XO：γo），アメリカではそれぞれX1，γ1になる（X1＝
γ1）。そしてXo＝X1，巧＝γ1でもあるから日米とも同一の所得を得ることに
なる（日本の所得線は加，アメリカの所得線はク1になる）。また，Eoおよび
E1における接線すなわち相対価格線はそれぞれ釦，ク1として示される。両国
の相対価格は同じになり（加＝ク1＝1），日米の相対価格線は平行になる。
　閉鎖経済下では，両国の相対価格が同じになるために比較生産費差がなく，
貿易の発生要因が存在しない。しかし両国間で，生産特化の方向と相互に市場
開放を行うことについて何らかの合意が成り立てば，国際分業と貿易はおこり
うる。そして規模の経済が働く場合，合意によっていずれかの財に完全特化す
ることができれば，貿易からの利益を最大限享受することができる。
　いま日米の産業レベルないし企業レベルの交渉の結果として，日本がX財，
アメリカがγ財の生産に特化するとしよう。相対価格（交易条件）を釦ない
しク1に保ちながら生産特化が促され，日米の生産点がλに変化したと考える。
　90
　　　　　　　　　　輸入白圭拡大は貿易黒字削減に有効か　　　　　　　　　　91
両国とも新たな所得線は対角線〃になり，同一の所得を生み出し，新たな
消費点を02に変化させる。日本はλ1）のX財を輸出し，02Dのγ財を輸入
する。逆にアメリカはC21）のγ財を輸出し，λ1）のX財を輸入する。貿易が
開始されたことで各国とも閉鎖経済下より多くのX財とγ財を消費すること
が可能になる。これは生産特化によって所得が増加したためであり，生産特化
が進むにつれて所得は増加する。所得の増加とともに経済厚生が向上すること
もみてとれる（日米とも開放経済に移行することによって閉鎖経済下より高位
の無差別曲線に到達する）。さらに日米聞では貿易収支が均衡していることも
理解されよう。
　以上が「合意的国際分業論」の概略であるが，図1をもとに日米聞の貿易摩
擦について考えてみる。
　貿易摩擦が生じる一因として，各国がいかなる方向に生産特化を進めるかが
確定していない，つまり日米聞（厳密には日米の産業レベル・企業レベル）に
合意が成立していないことがあげられる。このため生産特化の方向が重なり，
摩擦が生じるのであるω。また，生産特化の方向が定まらないために規模の経
済が達成されず，貿易から得られる利益は小さいものになっているといえる。
日米聞で合意が存在せずに貿易が始まり，両国がともにx財の生産に特化す
るとしよう。日米ともにX財への生産特化を進めようとすれば両国ともX財
を輸出しあうことになるから，生産特化の方向や貿易利益の配分の大きさをめ
ぐって摩擦が生じることになる。このように合意が存在しないもとで貿易を開
始することは，最終的に貿易摩擦を引き起こしてしまい，規模の経済を達成で
きず，貿易利益を発生させない可能性がある。したがって，産業レベル・企業
レベルにおいて生産特化に関する合意を行うことが貿易利益を得るうえで不可
欠になる。
　このような理由から日本がX財，アメリカがγ財に生産特化するという合
意が緒ばれたとしよう。各国が合意にしたがって生産特化を進めた場合，日米
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の生産点は図1のλ点に移行するであろう。図1のごとく，日米が産出＝支
出という条件のもとで貿易を行えば，貿易収支は均衡し，貿易収支の不均衡を
めぐる摩擦は生じない。しかし，日本のような貿易黒字国では支出〈産出とい
う状況のもとで，逆にアメリカのような貿易赤字国では支出〉産出という状況
のもとで貿易が行われている。図1を見れば，日米の所得（産出）線は〃
であるが，消費線（支出線）はκになり（日米の社会的無差別曲線の図示は
省略しているが，消費点は日米とも03になる），日本では〃（X財で測った
場合）ないしβG（γ財で測った場合）の貿易黒字が，アメリカではそれと同
じだけの貿易赤字が発生していることがみてとれる。日本では産出より支出の
ほうが少ないわけであるから，貿易利益は貿易収支均衡下より小さくなる。特
に貿易黒字国では貿易からの利益が小さくなることに注意しなければならない。
また，このことは，貿易利益が輸入からもたらされていることを意味している。
輸入の拡大は貿易利益を確実に増大させるのである。逆にアメリカでは産出よ
り支出のほうが多いわけであるから，貿易利益は貿易収支均衡下より大きくな
る。かかる対照的な状況は，臼本の内需不足と貯蓄過剰，アメリカの内需過剰
と貯蓄不足によってもたらされている。貿易黒字国の日本では輸出＞輸入，貿
易赤字国のアメリカでは輸出＜輸入という状況にあるが，これは日本の内需不
足とアメリカの内需過剰を反映したものなのである。
　それでは日米聞の貿易収支の不均衡はいかにして是正されるのだろうか。需
要政策だけを考えれば，日本は内需拡大を，アメリカは内需縮小を行う必要が
ある。この政策により支出線FGが〃に変化し，産出線と支出線が一致し
て貿易収支が均衡する。日本では内需拡大を行うことで，貿易黒字が縮小する
と同時に貿易利益が増加する。しかしアメリカでは内需縮小により貿易赤字は
縮小するが，貿易利益が減少してしまう。需要縮小政策は採用されにくいので
ある。アメリカが採るべき政策は経済厚生を減少させる需要縮小策ではなく，
含意的国際分業のメリットを活用して産出を拡大させることである。合意的国
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際分業は主として企業聞の提携にもとづくものであり，その中には技術提携も
含まれる。また，小島名誉教授は相互直接投資の増加の可能性についても言及
しておられ私ダイナミックに見れば，生産ボックスqλ0σ∫Bは一定でな
い（供給は一定でない）ということである。それゆえ合意的国際分業の緒果と
して，日米両国の生産可能曲線〃o　Bと班1Bが外側にシフトし，生産
ボックスqλ0σ∫Bが拡大すると考えることができる。
　日本では需要拡大策により支出を産出に追いつかせ，アメリカでは供給拡大
策により産出を支出に追いつかせることで両国とも経済厚生を高めつつ貿易収
支を均衡化させることができる（生産ボックスqλ0σs8が拡大するにつれ
て，日本は内需拡大のスピードをあげなければならない）。
　貿易黒字を削減するには，日本が輸入を拡大しなければならないことは明ら
かであるが，それには合意的国際分業を推進するとともに内需拡大を図ること
が不可欠である。合意的国際分業にもとづく規模の経済の達成は輸入を拡大さ
せて経済厚生を確実に向上させる。貿易利益は輸入の拡大によるものだからで
ある。したがって内需拡大に伴う輸入拡大は貿易黒字を削減する効果をもつと
ともに，経済厚生の向上というプラスの効果ももたらすことになる。
　アメリカでは貿易赤字を削滅するために輸出の拡大を図らなければならない。
貿易赤字削滅のための需要抑制は経済厚生を確実に滅少させるからである。輸
出の拡大は産出の拡大によって引き起こされるであろう。産出の拡大は合意的
国際分業に伴う生産関数の改善と規模の経済を達成することによって可能にな
る。輸出の拡大は貿易相手国の輸入自主拡大によらず，自国の産出を拡大させ
ることによって逢成すべき目標なのであ乱
4、　おわりに
　日本がアメリカの要求どおり輸入自主拡大を実施した場合，それは円高対策
としては有効かもしれない。しかし，日米閻の貿易不均衡の是正にはなんらの
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効果も及ぼさないことに注意する必要がある。アメリカでは輸出が増加すると
同時に輸入も増加する。それゆえ輸出保護主義は新たな輸入保護主義を招きか
ねないのである。日本に結果としての市場開放と自由貿易を求めながら，アメ
リカ自身が保護貿易に陥る可能性を否定しきれない。日本が貿易黒字削減に向
けて採るべき政策は内需拡大以外にない。一般的に内需拡大は円高をもたらす
とされるが，円高対策としても有効になりえることを明らかにした。日米間の
政府レベルの交渉はマクロ経済問題に限定すべきである。
　個々の貿易問題は国際分業という視点から捉えるべきである。日本が貿易黒
字を削滅するには輸入拡大を，アメリカが貿易赤字を削減するには輸出拡大を
図ることが不可欠であるが，それは政府聞の交渉によらず（ただし日本に輸入
拡大を阻害する政策があれば，それを撤廃することは当然であるが），国際分
業という視点から産業レベルあるいは企業レベルの問題として扱うべきである。
保護主義を回避しつつ貿易不均衡を是正するには，合意的国際分業により生産
特化の方向を決定することと相互の市場開放を行うことが求められる。そして，
その裏付けとして日本は内需拡大を図ることが必要になる。アメリカは需要抑
制ではなく，合意的国際分業のメリットを活用して産出の拡大を図り貿易赤字
を削減すべきである。日本は内需拡大により輸入拡大と貿易黒字削減を達成す
るとともに，輸入拡大を通じて貿易利益を増加させることを遣求しなければな
らない。他方，アメリカは産出拡大により輸出拡大と貿易赤字削減を図り、貿
易利益を減少させないことを遣求しなければならない。
　日米間の貿易摩擦の解消には，マクロ問題とミクロ問題を区別し，前者を政
府レベルの問題として，後者を産業レベル・企業レベルの問題（国際分業に関
する問題）として捉えることが求められるのであ乱
＊本稿の作成にあたり，小島　清一橋大学名誉教授からさまざまなコメント
　をいただいた。記して感謝申し上げたい。
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注11〕国際収支統計が1996年1月分から改訂され，経常収支は貿易・サーピス収支，所得収支，経常
　　移転収支から構成されることとなった。それゆえ経常収支と貿易・サービス収支がほぼ同値にな
　　るといったほうが正確であるが，ここでは便宜的に貿易収支を用いることとする。
　12〕この経緯に関しては囲中［14］，工15］に詳しい。また，最近の輸入自主拡大に関してはBe呼
　　sten　md　No1柵d［1］，T1son［16］で論じられている。
　　　日米貿易交渉を経済学と政治経済学から分析したものとして佐竹［13］がある。
　　　小宮［9］を参照。
　　　小島［6］，工7］，［8］を参照。
　　　本稿の2国モデルに関してはM㎜de11［12］，横山［17］を参照。
　　　この点については伊藤他［5］でも論じられている。
　　　例えばクー［1o］を参照。
　　　Bha駅ati［2］を参照。
　　　アメリカの経済学者の中にも輸入自主拡大が管理貿易につながるという主張がある竈例えば
　　r週刊エコノミスト』誌上における日米経済学者40人による公開書簡［3］を参照。
　ω内需拡大策として消費支出（C〕および投資支出（I）を外生的に増加させる場合を想定する
　　こともできる。
　ω　横山［18］を参照。
　l13「合意的国際分業論」については前掲の小島論文のほかに伊藤・大山［4］，三辺［11］なども参照。
　（14P　Kr㎎ma口やL．，DIA　Tysonらが主張する「戦略的貿易政策論」の台頭はかかる国際分業上
　　の問題に一因がある。
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